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厚生労働省

和 歌 山 労 働 局 発 表 厚生労働省 和歌山労働局

平成２４年１１月１５日 職業安定部 職業対策課

課 長 生 駒 純 治

課 長 補 佐 海 瀬 安 彦

障害者雇用担当官 三 谷 博 己

電話 ０７３－４８８－１１６１

和歌山労働局管内民間企業の障害者実雇用率は ％1.89
（平成２４年６月１日現在の障害者の雇用状況について）

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、１人以上の身体障害者又は知的障害者を

雇用することを義務づけている事業主等から、毎年６月１日現在における身体障害者、知

「 」 。 。的障害者及び精神障害者(以下 障害者 という )の雇用状況について報告を求めている

和歌山労働局（局長 神田 義宝）では、今般、平成２４年６月１日現在における同報告

の結果をとりまとめた。

【集計結果の主なポイント】

<民間企業> (法定雇用率１．８％)

・算定基礎労働者数８０，９２７．５人 雇用障害者数 １，５２５．５人共に

過去最高

・実雇用率１．８９％

・法定雇用率の達成割合 ６０．６％

<公的機関> (同２．１％、県及び一定市町村の教育委員会２．０％)

・２．１％の法定雇用率が適用される県、市町村及び教育委員会等の機関

雇用障害者数２９４．５人 実雇用率２．０８％

・２．０％の法定雇用率が適用される県、一定市町村の教育委員会

雇用障害者数１４４人 実雇用率２．０７％

・特殊法人

雇用障害者数２４．５人 実雇用率１．７８％

１ 民間企業における雇用状況

○ 雇用されている障害者の数、実雇用率

の法定雇用率が適用される民間企業( 人以上規模の企業)において雇用され1.8 56％

ている で、前年より ％( 人)増加した。障害者の数は 人1,525.5 10.03 139

このうち身体障害者は 人( 人増)、知的障害者は 人( 人増)、精神1,104.5 67.5 330 45.5

障害者は 人( 人増)であった。91 26

実雇用率は ％(前年は ％ 、法定雇用率達成企業の割合は ％(前年は1.89 1.82 60.6）

（第１表 （第２表）58.9 ％)であった。 ）
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○ 企業規模別状況

企業規模別にみる障害者の数は、 人～ 人規模企業で前年より減少したが、500 999

それ以外の規模企業においては増加した。

前年と比較した実雇用率は、 ～ 人規模企業( ％→ ％ 、 ～ 人56 99 2.02 2.19 100 299）

規模企業（ → )、 人規模企業（ ％→ ％ 、 人～ 人1.60% 1.66% 300~499 2.64 2.65 500 999）

規模企業（ ％→ ％）及び 人以上規模企業（ ％→ ％）で上昇し1.73 1.74 1,000 1.67 1.74

た。

56~99 63.2 64.9 100~299また 障害者雇用率達成企業の割合は 人規模企業 ％→ ％、 、 （ ）、

人規模企業( ％→ ％)及び 人規模企業（ → )で昨年度より53.9 56.5 300~499 58.3% 64.0%

上昇し、 ～ 人規模企業（ ％→ ％)及び 人以上規模企業（ →500 999 83.3 80.0 1000 71.4%

（第３表）50.0 ％）で昨年より低下した。

○ 産業別状況

雇用されている障害者の数は、すべての産業においては同数もしくは増加した。

1.79% 1.90% 1.54%また、前年の実雇用率と比較すると、製造業（ → 、運輸・通信業(）

、 （ ）、 （ ）、→ ) 卸売・小売業 → 金融・保険・不動産業 →1.67% 1.40% 1.54% 1.41% 1.52%

その他( → ）と上昇したものの他の業種では建設業( → )、サー1.05% 1.44% 1.58% 1.27%

（第３表）ビス業（ → )とそれぞれ低下した2.27% 2.26% 。

○ 法定雇用率未達成企業の状況

法定雇用率未達成企業の割合は前年より低下した （ → ）。 41.1% 39.4%

74.7なお 法定雇用率未達成企業のうち 不足数が１人である企業 １人不足企業 が、 、 （ ） 、

(第４表)％を占めている。

２ 地方公共団体等における在職状況

○ ％の法定雇用率が適用される県、市町村及び教育委員会等の機関2.1

％の法定雇用率が適用される県及び市町村及び教育委員会等の機関に在職してい2.1

る障害者の数は 人で、前年より 名減少した。294.5 14

であった（前年は ％ 。実雇用率は ％2.08 2.16 ）

また日高川町については、９月２０日現在障害者の数３人、実雇用率１．６０％、

不足数０．０人となっている。

なお、北山村については、職員数が 人未満規模により報告対象外である。48

（第５表 （第６表 （第７表 （第９表）） ） ）

○ ％の法定雇用率が適用される県及び一定の市町村の教育委員会2.0

％の法定雇用率が適用される県及び一定の市町村の教育委員会に在職している障2.0

害者の数は 人で、前年より 名減少した。144 15

であった（前年 ％ 。実雇用率は、 ％2.07 2.27 ）

（第８表）

○ 特殊法人等における雇用状況

特殊法人等については、障害者数 名。前年より４名増加した。24.5

（第 表）実雇用率は、1.78%であった（前年は 1.51%） 10
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◎ 法定雇用率とは

民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法

律」に基づき、それぞれ以下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障

害者を雇用しなければならないこととされている。

雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者又は知的障害者である（な

お、精神障害者は雇用義務の対象ではないが、精神障害者保健福祉手帳保

持者を雇用している場合は雇用率に算定することができる）。

一般の民間企業 ……………………… １．８％

○ 民間企業 ……… （５６人以上規模の企業）

特殊法人 …………………………… ２．１％

労働者数４８人以上規模の

特殊法人及び独立行政法人

〇 国、地方公共団体 …………………………………………… ２．１％

（４８人以上規模の機関）

○ 都道府県等の教育委員会 …………………………………… ２．０％

（５０人以上規模の機関）

（カッコ内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の障

害者を雇用しなければならないこととなる企業等の規模である。）

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、

２人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。

※ 短時間労働者は0.5人としてに算定基礎労働者数にカウントされ、重度身体

障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が２

０時間以上３０時間未満の労働者）については、１人分として、身体・知的

・精神障害者である短時間労働者については、0.5人分としてカウントされる。



4

平成２４年６月１日現在における障害者の雇用状況（和歌山労働局管内）

１． 民間企業における雇用状況

（１） 概 況 （第１表）

① ② ③ 障 害 者 の 数 ④ ⑤ ⑥

企業数 法定雇用障害 ．計 実雇用率 法 定 雇 用 率 法 定 雇 用 率Ａ ． 重 度 障 ． 以外B A C

者数の算定の 達 成 企 業 の 達 成 企 業 の害者 の障害者 Ａ× ＋Ｂ Ｃ÷②×2 100

基礎となる労 数 割合( 週間の所1

定 労 働 時 間働者数

が 時間以30

上)

企業 人 人 人 人 ％ 企業 ％

４７２ ３１６ １．８９ ２８６ ６０．６８０，９２７．５ ８９３．５ １ ５２５．５,

４５５ ７６ ３４８ ５ （２９８） （１．８２） （２６８） （５８．９）（ ） （ ， ． ） （ ． ） （ ， ． ）７９０ ５ １ ３８６ ５

（２）障害種別雇用状況 （第２表）

① ② 身 体 障 害 者 の 数 ③ 知 的 障 害 者 の 数 ④ 精 神 障 害 者 の 数

障 害 者 Ｃ． Ｃ ． Ｃ ．Ａ． Ｂ ． Ａ． Ｂ． Ａ． Ｂ．

の 数 計 計 計重度障害者 以外 重度障害者 以外 週間の所 以外A A 1 A

( 週間の所 の 障 害 Ａ× ＋ ( 週間の所 の障害者 Ａ× 定労働時間 の障害者 Ａ ＋ Ｂ1 2 1 2

30 0.5定労働時間 者 Ｂ 定労働時間 ＋Ｂ が 時間 ×

が 時間 が 時間 以上30 30

以上) 以上)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

1,525.5 284 536.5 1,104.5 32 266 330 65 52 91

( ( )1,386.5 65) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )265 507 1,037 33 218.5 45 40( )284.5

（注）

１ 法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数とは、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者及び知

的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗

じて得た数）を除いた法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数である。

２ 障害者の数とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外の重度身体障害者

及び重度知的障害者については法律上、 人を 人に相当するものとしてダブルカウントを行い、精神障害者1 2

である短時間労働者については法律上、 人を 人に相当するものとして カウントとしている。1 0.5 0.5

なお、精神障害者は平成 年 月 日から実雇用率に算定されることとなった。18 4 1

３ Ｂ欄の「Ａ以外の障害者」には重度障害者である短時間労働者の数が含まれている。

４ （ ）内は平成 年 月 日現在の数値である。23 6 1



（３） 企業規模・産業別障害者の雇用状況 （第３表）

（人） （企業） （％） （企業） （％）

202 2.19 131 64.9

(201) (2.02) (127) (63.2)

232 1.66 131 56.5

(217) (1.60) (117) (53.9)

25 2.65 16 64.0

(24) (2.64) (14) (58.3)

5 1.74 4 80.0

(6) (1.73) (5) (83.3)

8 1.74 4 50.0

(6) (1.67) (5) (71.4)

472 1.89 286 60.6

(455) (1.82) (268) (58.9)

7 1.27 4 57.1

(7) (1.58) (5) (71.4)

146 1.90 101 69.2

(146) (1.79) (95) (65.1)

37 1.67 21 56.8

(33) (1.54) (19) (57.6)

65 1.54 27 41.5

(61) (1.40) (22) (36.1)

11 1.52 6 54.5

(11) (1.41) (4) (36.4)

202 2.26 125 61.9

(191) (2.27) (120) (62.8)

4 1.44 2 50.0

(6) (1.05) (3) (50.0)

（注） 第1表と同じ。

（４） 障害者不足数別の法定雇用率未達成企業数 （第４表）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

186 139 38 4 2 3

(187) (132) (41) (7) (2) (5)

5,241.0

(590.0)

(236.5)

19,888.0 306.5

(4,498.5) (69.5)

(214.0)

(76,348.5)

80,927.5

(69.5)

3,535.0

(16,926.5)

80.5

法定雇用率未達
成企業の数

4,808.5

その他

運輸・通信業

卸売・小売業

金融・保険・不動
産業

サービス業

(666.0)

1000以上

障害者雇
用率達成
企業の割
合

区 分 企業数
法定雇用
率達成企
業

実雇用率障害者の数
法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働
者数

(4,008.5)

(8,110.5)

56～99

100～299

300～499

500～999

(9.0)

(399.5)(22,327.0)

合 計

建設業

製造業

(569.5)

711.0 9.0

(511.5)

8,511.5 225.5

（人） （人）

(14,533.5) (293.5)

322.514,732.5

33,784.0 562.0

61.5

(31,899.5)

22,446.5 426.0

20,364.5 354.0

(17,796.5) (298.0)

(1386.5)

1525.5

79.5

27,347.0 617.0

法定雇用率達成企業には、法定雇用障害者の算定の基礎となる労働者数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満
の端数を切り捨て）から当該企業雇用されている障害者の数を減じて得た数が、０となることをもって法定雇用率達
成となる。したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、法定雇用率達成企業となる。

(26,039.5)

(7.0)

(5,321.5) (75.0)

485.5 7.0

注 1 ０．５人分の不足については切り上げて計上している。

２ （ ）内は平成23年6月1日現在の数値である。

不 足 数

5



２ 地方公共団体における在職状況

（

① 法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

4113 102.0 2.48 0 2.30 0

3,743 94.5 2.52 0 2.33 0

370 7.5 2.03 0 2.00 0

（第6表）

① 法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

8289.5 154 1.86 13 1.98 5

1681.0 38 2.26 0 2.10 0

598.0 13 2.17 0 2.32 0

637.0 14 2.20 0 2.15 0

317.0 6 1.89 0 1.90 0

215.0 4 1.86 0 1.85 0

586.0 12 2.05 0 2.04 0

355.0 6 1.69 1 1.70 1

585.0 8 1.37 4 1.99 0

283.0 4 1.41 1 2.13 0

188.5 3 1.59 0 1.60 0

232.0 5 2.16 0 2.89 0

83.0 2 2.41 0 2.33 0

121.0 2 1.65 0 2.40 0

234.0 5 2.14 0 2.25 0

84.0 1 1.19 0 1.22 0

323.0 4 1.24 2 2.00 0

88.0 1 1.14 0 1.18 0

74.0 1 1.35 0 1.37 0

186.0 1 0.54 2 0.52 3

82.0 2 2.44 0 2.38 0

133.0 3 2.26 0 0.75 1

84.0 1 1.19 0 1.22 0

267.0 2 0.75 3 2.23 0

116.0 2 1.72 0 1.71 0

138.0 2 1.45 0 1.60 0

269.0 6 2.23 0 2.17 0

192.0 4 2.08 0 1.62 0

66.0 1 1.52 0 1.56 0

72.0 1 1.39 0 1.39 0

（第5表）

前年度

前年度

2 平成24年6月1日における報告に基づいての計上であり、その後、一部の市町村においては障害者枠を設けた募集を実施した。

（１）県知事部局及びその他の県機関（法定雇用率2.1％）

(2) 市町村の状況（法定雇用率2.1％）

注1 日高川町においては9月20日現在において、障害者の数3人、不足数は0人になっている。

那智勝浦町

太地町

すさみ町

串本町

広川町

古座川町

印南町

白浜町

御坊市

田辺市

新宮市

上富田町

有田川町

日高川町

由良町

みなべ町

紀の川市

岩出市

橋本市

有田市

合 計

和歌山市

海南市

合 計

和歌山県

和歌山県警察本部

紀美野町

かつらぎ町

美浜町

日高町

高野町

湯浅町

九度山町
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(３）その他の市町村機関の状況（法定雇用率2.1％） （第7表）

① 法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

1596.5 35.5 2.22 2 2.03 5

211.0 4.0 1.90 0 1.79 0

96.0 2.0 2.08 0 2.06 0

158.0 4.0 2.53 0 2.52 0

55.0 1.0 1.82 0 1.79 0

303.5 6.5 2.14 0 0.67 4

240.0 8.0 3.33 0 2.88 0

412.5 7.0 1.70 1 1.90 0

54.0 3.0 5.56 0 3.70 0

66.5 0.0 0.00 1 0.00 1

（４） 県及び一定の市町村の教育委員会（法定雇用率2.0％） （第8表）

① 法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

6,943.5 144 2.07 0 2.27 0

6389.5 130 2.03 0 2.21 0

363.0 10 2.75 0 3.20 0

191.0 4 2.09 0 2.39 0

（５） 市町村の教育委員会（法定雇用率2.1％） （第9表）

① 法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

171 3 1.75 0 2.22 0

76 1 1.32 0 1.25 0

95 2 2.11 0 2.11 0

注 １

2

3

３ 特殊法人における雇用状況(法定雇用率2.1％） （第10表）

① 法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

1,376 24.5 1.78 4 1.51 6.5

413 8.5 2.06 0 1.60 1.5

963 16.0 1.66 4 1.48 5.0

前年度

前年度

前年度

前年度

橋本市教育委員会

伊都郡町村及び橋本市老人福祉施設事務組合

御坊市外五ヶ町病院経営事務組合

和歌山県

公立大学法人 和歌山県立医科大学

①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元
に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

②欄の「障害者数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的障害者につ
いては 、法律上、1人を2人に相当するものとしてダブルカウントを行い、精神障害者である短時間障害者については、法律上、1人を0.5人に相当するものとし
て0.5カウントを行っている。

④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用を乗じて得た数（１未満の端数切捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが０となることを
もって法定雇用率達成となる。
したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が0となることがあり、この場合法定雇用率達成となる。

田辺市教育委員会

合 計

国立大学法人 和歌山大学

海南市

合 計

御坊日高老人福祉施設事務組合

合 計

公立紀南病院組合

合 計

和歌山市

御坊広域行政事務組合

海南海草老人福祉施設事務組合

国民健康保険野上厚生病院組合

公立那賀病院経営事務組合

和歌山市水道局
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